


平成30年2月9日付で公表した各種施策について
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新投資口発行による資金調達82億円（見込額）

（注）本資料の記載内容に関する注記及び定義等は、本資料の3頁目に記載しておりますので、併せてご参照ください。
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平成30年2月9日付で公表した取得予定資産について
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注記及び定義等

「本募集」とは、平成30年2月9日付プレスリリース「新投資口の発行に関するお知らせ」に記載の投資口の一般募集による新投資口発行をいいます。

「本募集後」とは、本募集で調達した手取金等による取得予定資産の取得後の時点をいいます。

「取得（予定）価格」は、本投資法人と売主との間の売買契約書等に記載された売買価格をいい、当該不動産等の取得に要した諸費用（取得諸経費及び消費税等）は含みません。

取得予定資産の平均N O I利回りは、平成2 9年1 2月1日時点の各鑑定評価書のN O I  を基に算出しています。また、「平均N O I利回り」は、以下の計算式により算出した数値を記載しています。

平均NOI利回り＝取得予定資産の取得に際して取得した不動産鑑定評価書における鑑定N O I （の合計額）÷取得予定価格（の合計額）

なお、当該算定にあたっては、固定資産税及び都市計画税等の税賦課がない取得初年度の物件については、賦課があるものとして算出しています。

本募集後の「平均N O I利回り」は、以下の計算式により算出した数値を記載しています。

保有資産に係る平成2 9年8月末時点の各鑑定評価書におけるN O I及び取得予定資産に係る平成2 9年1 2月1日時点の各鑑定評価書のN O Iの合計額÷取得（予定）価格の合計額

「平均築年数」は、本募集後の平成3 0年3月1日時点における各物件の築年数を取得（予定）価格ベースで加重平均にて算出しています。

「投資タイプ別投資比率」は、各用途の取得（予定）価格合計をポートフォリオ合計取得（予定）価格で除して求めた数値を小数第 1  位を四捨五入して記載しています。

「投資対象エリア別投資比率」は、各地域の取得（予定）価格合計をポートフォリオ合計取得（予定）価格で除して求めた数値を小数第 1  位を四捨五入して記載しています。

「鑑定評価額」は、「第26期（平成2 9年8月期）末時点」については平成2 9年8月末時点の鑑定評価額を、「取得予定資産」については平成 2 9年12月1日時点の鑑定評価額の合計額を、「本募集後」について

はそれらの合計額を、それぞれ記載しています。

本募集後の「含み損益」は、第26期（平成29年8月期）末時点の含み損益に加えて、取得予定資産の取得予定価格の合計と鑑定評価額の差異の合計を記載しています。

「スポンサー比率」は、取得（予定）価格の合計額のうち、スポンサーから取得し、又はスポンサーによるアレンジにて取得した物件の取得（予定）価格の割合を算出しています。

第10期（平成2 1年8月期）に取得した東比恵ビジネスセンターについては、外部及びスポンサー会社の双方から取得しているため、その取得価格を均等割りの上、外部からの取得予定資産とスポンサー会社

からの取得（予定）資産の取得（予定）価格にそれぞれ加算しています。

本募集後の「有利子負債比率」は本募集後の有利子負債見込額（7 5 , 10 0百万円）を本募集後の総資産見込額（1 9 2 ,2 12百万円）で除した数値を、小数第2位を四捨五入して記載しています。

本募集後の有利子負債見込額は、以下の計算式により算出した数値を記載しています。

本募集後の有利子負債見込額＝第26期（平成2 9年8月期）末現在の有利子負債の総額＋第 2 6期（平成29年8月期）末時点から本募集後までの有利子負債の増加額（ 6 ,2 0 0百万円）－第2 6期（平成2 9年8  

月期）末時点から本募集後までの有利子負債の減少見込額（1 , 0 00百万円）

本募集後の総資産見込額は、以下の計算式により算出した数値を記載しています。

本募集後の総資産見込額＝第2 6期（平成2 9年8月期）末現在の総資産額＋第 2 6期（平成29年8月期）末時点から本募集後までの有利子負債の増加額（ 6 ,2 0 0百万円）－第2 6期（平成2 9年8月期）末時点から

本募集後までの有利子負債の減少見込額（ 1 ,0 0 0百万円）＋取得予定資産に係る敷金・保証金（7 19百万円）＋本募集における手取金（ 8 ,2 3 0百万円）

「新投資口発行による資金調達」は、平成3 0年1月26日（金）現在の株式会社東京証券取引所における本投資口の普通取引の終値を基準として算出した見込額です。

各予想値の前提条件については、平成 30年2月9日付プレスリリース「平成3 0年8月期運用状況の予想の修正に関するお知らせ」をご参照ください。

表紙に掲載されている物件写真は、本投資法人の保有資産であるキャナルシティ博多を中心に平成 29年12月2日付で上空から撮影したものです。なお、撮影された物件のすべてを本投資法人が保有してい

るものではなく、また、取得する予定もありません。
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この資料には、将来の業績、計画、又は経営目標、戦略などが記述されている箇所があ
ります。これらの将来に関する記述は、本投資法人及び本資産運用会社の現時点での
判断に基づくものであり、本投資法人の将来の業績は様々な要因により大きく異なる可
能性があります。

したがいまして、本投資法人及び本資産運用会社は、この資料及びこの資料に基づく説
明をもって本投資法人の業績を保証するものではありません。

また、本投資法人及び本資産運用会社は、信頼できると考えられる情報に基づいてこの
資料を作成しておりますが、内容の正確性、妥当性又は完全性を保証するものではあり
ません。

この資料の記載事項は全て資料作成時のものであり、事前の連絡なしに変更する場合
がありますので予めご了承下さい。

この資料は、皆様に対する情報提供を目的としたものであり、投資その他の行動を勧誘
するものではありません。

投資にかかる意思決定は、必ず本投資法人が発行する「新投資口発行届出目論見書」
及び訂正事項分（作成された場合）をご覧いただき、投資口の市場価格の変動など投資
に係るリスクを十分ご認識、ご理解の上、投資家ご自身の判断と責任で行うようお願いい
たします。


